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事件概要

有限会社エム・ワイ産業は、自動車のガソリンを販売する

に当たり、遅くとも平成22年 1月1日から平成23年 12 

月31固までの問、自社が運営する竜ヶ崎給油所の庖頭に設

置した看板及び間給油所据付の計量器において、「ハイオク」

と表示していた。

実際には、当該期間に「ハイオク」として販売した自動車

ガソリンの大部分はレギュラーガソリンであった。

松村株式会社は、振袖に袋帯、長橋祥等を組み合わせた

セット商品を供給するに当たり

① 平成22年 10月発行の rKimono Walker 

Vo  1. 6Jと称する冊子及び同年 12月発行の rs C 
a w a i i !特別編集 HAPPY・きもの C 0 I I e 
c t i 0 n Jと称する冊子において、例えば、「振袖 N 

o.4901Jと称する本件商品について、「標準小売セッ

ト価格￥ 780 ， 000 をコーディネート価格~ 4 98， 
000 (税込)J

② 平成23年7月発行のrRayXS Cawa i i!特

別編集 きものG i r I s B 0 0 KJと称する冊子及び

同年8月発行の rKimono Walker Vol. 

7Jと称する冊子において、例えば、「振袖 S4304J 

と称する本件商品について、「一般小売庖価格￥430，

000を特約庖セット価格￥348，000(税抜 ￥3 

31， 429)J 

と記載するなど、販売価格に、当該販売価格を上回る価額の

比較対照価格を併記していた。

実際には、当該比較対照価格は、同社が任意に設定した架

空の価格であった。

お茶の水女子アカデミーこと浜田敏彦は、自らが経営する

「お茶の水女子アカデミー』において入学試験受験対策用に

開設した講座の受講生の募集に当たり、以下のとおり表示し

ていた。

① 平成23年 10月頃から平成24年2月26固までの

聞に配布したパンフレットにおいて、 「平成22，23年

度 お茶の水女子アカデミ一合格者』と記載した上で

ア 看護大学、看護短大及び看護専門学校 (以下「看護大

学等」という。)の入学試験に合格した者として、延べ

267名の受講生の氏名

イ 理学療法及び作業療法等の医療系技術を専攻とする

大学、短大及び専門学校 (以下「医療系大学等」という。)

の入学試験に合格した者として、延べ38名の受講生の
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を記載

事件概要

② 平成21年10月頃から平成24年2月14固までの

問、ウェブサイトにおいて、「看護医療系金国一の合格率

(前年度合格率) 大学91 % (浪人生95%)短大92%
専門学校97%Jと記載し、当該期間において同じ数値を
記載

①アについて、実際には、本件講座の受講生であって看護

大学等の入学試験に合格した者は、平成21年度の受講生

(平成22年度の合格者)が延べ48名であり、平成22年

度の受講生(平成23年度の合格者)が延べ49名であった。

①イについて、実際には、本件講座の受講生であって医療

系大学等の入学試験に合格した者は、平成21年度の受講生

(平成22年度の合格者)及び平成22年度の受講生 (平成

23年度の合格者)のいずれにおいても皆無であった。

②について、実際には、表示されていた数値は、看護大学

等及び医療系大学等の入学試験を受験した本件講座の受講

生に占める合格者の割合(以下「合格者割合」という。)で

はなく、合格者割合が高くなるように任意に設定した架空の

数値であり、平成21年度以降の合格者割合は、ウェブサイ

トにおいて表示されていた数値を下回るものであった。

ニフティ株式会社は、 r@niftyW i MA XJと称するモ
バイルデータ通信サービスを提供するに当たり、自社ウェブ

サイトにおいて、以下のとおり表示していた。

① 平成23年4月27日から平成24年 1月31固まで

の問、「他社サービス比較表 -@niftyなら他社WiM
AXサービスに比べても安い!-J、「料金の安さだけで
なく、サービスの充実度も合わせて他社WiMAXサー
ビスと比べてみてください ! (2011年4月27日現

在)Jと記載の上、ニフティ株式会社、 UQコミュニケー

ションズ株式会社、 NECビッグローブ株式会社及び株

式会社ヤマダ電機がそれぞれ提供する rFlat年間パス
ポートJと称するWiMAXサービスのプランの料金並
びに電子メールサービス、ブログサービス等の有無を記

載した一覧表を掲載するとともに、当該一覧表において、

ヤマダ電機が提供するFlat年間パスポー トプランには電
子メールサービスが付属していない旨を記載

② ア 平成23年4月5日から平成24年1月31固ま

での問、「ノート PCにもスマートフォンにもこのアイテ

ム1つでネットに繋げるJ、「光ファイパーやADSLの
代わりに・・・ J と記載の上、 r~@ni fty W i M A X F I at 
年間パスポート』なら、月額3，591円Jと記載
イ 平成23年 12月14日から平成24年1月31 

固までの問、 「自宅と外出用の回線を ~@nifty W i MA 
X (ワイマックスuだけにするととても節約できる上に、
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株式会社アガ

スタに対する

件

(24. 6. 14) 

株式会社エコ

61リカに対する
.件

(24. 6. 14) 

事件概要

タブレツトが3G回線よりもはるかに高速になります。」、
「タブレツトも自宅も“まとめて"WiMAX回線Jと記
載のよ、 r@n i fty W i M A X (3， 5 9 1円)のみ/月J、

r@nifty W i MA  X (ワイマックス)F I at年間パスポー

ト3，591円」と記載

③ Flat年間パスポートプランにあっては平成22年1

2月1日から平成24年1月31固までの問、 Stepプラ

ンにあっては平成22年 10月1日から平成24年1月

3 1日までの問、登録手数料について r2，835円→
キャンペーンにより 0円」と記載

①について、実際には、ヤマダ電機は、平成22年12月

1 5日以降、 Flat年間パスポートプランの無料オプション

サービスとして電子メールサービスを提供しているもので

あった。

②について、実際には、ニフティ株式会社が提供する光

ファイバ一回線文は電話回線を利用したインターネット接

続サービスと併用してFlat年間パスポートプランを利用し

た場合の月額費用が3，591円であり、 Flat年間パスポー

トプランのみを利用した場合の月額費用は、 3，853.5円

であった。

③について、実際には、 Flat年間パスポートプランの提供

を開始した平成22年 12月 1日以降及びStepプランの提

供を開始した平成22年 10月1日以降、それぞれのプラン

を登録手数料2，835円が必要なものとして提供したこと

はほとんどなかった。

株式会社アガスタは、「ジオライトクールホワイト」及び

「ジオライトウオームホワイト」と称する一般照明用電球形

LEDランプ2商品を供給するに当たり、平成22年4月か

ら平成23年 10月頃までの問、以下のとおり表示してい

た。

① 商品パッケージの前面及び後面において r7W 60W 
電球相当」及び「※ 1 消費電力7. 2Wで白熱電球60
W型とほぼ同等の明るさです。Jと記載
② 自社ウェブサイトにおいて「※1 消費電力7.2Wで
白熱電球60W型とほぼ同等の明るさです。Jと記載
実際には、ジオライトクールホワイトの全光束は350

jレーメン、ジオライトウォームホワイトの全光東は300

jレーメンであって、日本工業規格に定められた白熱電球の6

0ワット形の全光東810ルーメンを大きく下回っており、

当該2商品は、用途によっては白熱電球の60ワット形と同
等の明るさを得ることができないものであった。

株式会社エコリ力は、「エコリカ Le DJ等の商品名が付

された一般照明用電球形 LEDランプ8商品を供給するに

当たり、以下のとおり表示していた。

① うち 2商品については平成21年 12月から平成22
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事件概要

年11月までの問、商品パッケージの前面、左側面及び上

面において r60WクラスJと記載
② うち 2商品については平成22年 11月から平成23

年6月までの問、商品パッケージの前面及び左側面におい

て「電球40W相当の明るさ」と、また、少なくとも平成

23年 11月、自社ウェブサイトにおいてr4 OWクラスJ
と記載

③ うち 2商品については平成22年 11月から平成23

年6月までの問、うち 2商品については平成22年 12月

から平成23年6月までの問、商品パッケージの前面及び

左側面において「電球60W相当の明るさ」と、また、少

なくとも平成23年 11月、自社ウェブサイトにおいて

r60WクラスJと記載

①及び③について、実際には、当該6商品の全光束は38

0-520ルーメンであって、日本工業規格に定められた白

熱電球の 60ワット形の全光東 810ルーメンを大きく下

回っており、当該6商品lま、用途によっては白熱電球の60
ワット形と同等の明るさを得ることができないものであっ

た。

②について、実際には、当該2商品の全光東は340ルー

メン、 420ルーメンであって、日本工業規格に定められた

白熱電球の40ワット形の全光東485ルーメンを大きく

下回っており、当該2商品は、用途によっては白熱電球の4

0ワット形と同等の明るさを得ることができないもので

あった。

なお、株式会社工コリ力は、うち 6商品の商品パッケージ

の後面において、 r@60Wクラス:ダウンライト器具装着

時で電球60W形相当j等と、また、うち 2商品の商品パッ

ケージの後面において、 r@40Wクラス:ダウンライト器

具装着時で電球40W形相当』と記載していたが、これらの

記載は、前記①~③の表示に近接しているものではなく、ま

た、当該表示に比べて小さい文字でなされたものであること

から、当該表示に接した一般消費者に認識されるものとは認

められない。

株式会社エデイオンは、「プレミアムレッズ KE-6W 

E26ー Cj、「プレミアムレッズ KE-6WE26-Wj， 

「プレミアムレッズ KE-7WE26ーCj及び「プレミ

アムレッズ KE-7WE26-Wjと称する一般照明用電

球形LEDランプ4商品を供給するに当たり、平成22年5

月から平成23年 11月までの問、以下のとおり表示してい

Tニ。
① KE-6WE26ー C及びKE-6WE26-Wにつ

いては商品パッケージの前面、右側面及び上面において

r40W形相当」と、自社ウェブサイトにおいて「白熱電

球40W相当。」と記載
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株式会社オー

ム電機に対す

る件
(24. 6. 14) 

株式会社グ

リーンハウス

91に対する件

(24. 6. 14) 

事件概要

② KEー 7WE26-C及びKEー 7WE26-Wにつ

いては商品パッケージの前面、右側面及び上面において

r60W形相当』と、自社ウヱブサイトにおいて「白熱電

球60W相当。Jと記載

①について、実際には、 KE-6WE26-Cの全光束は

400ルーメン、 KE-6WE26-Wの全光東は300

ルーメンであって、日本工業規格に定められた白熱電球の4
0ワット形の全光東485ルーメンを大きく下回っており、

当該2商品は、用途によっては白熱電球の40ワット形と同

等の明るさを得ることができないものであった。

②について、実際には、 KE-7WE26ー Cの全光東は

500ルーメン、 KEー 7WE26-Wの全光東は400

ルーメンであって、日本工業規格に定められた白熱電球の6

0ワット形の全光東81 0ルーメンを大きく下回っており、
当該2商品は、用途によっては白熱電球の60ワット形と同

等の明るさを得ることができないものであった。

株式会社オーム電機は、「テラス LB-L40T-NJ、

「テラス LBー L40Tー LJ、「子ラス LBー L60T

-NJ及び「テラス LB-L60T-LJと称する一般照

明用電球形LEDランプ4商品を供給するに当たり、平成2

2年8月から同年 11月までの問、以下のとおり表示してい

た。

① LBー L40T-N及びLBー L40T-Lの商品

パッケージの前面及び後面並びにPOPにおいて「一般電

球の40W相当の明るさJと記載
② LBー L60T-N及びLBー L60Tー Lの商品

パッケージの前面及び後面並びにPOPにおいて「一般電

球の 60W相当の明るさJと記載

①について、実際には、LB-L40T-Nの全光東は2

80ルーメン、 LBー L40Tー Lの全光束は21 0ルーメ

ンであって、日本工業規格に定められた白熱電球の40ワッ

ト形の全光東485ルーメンを大きく下回っており、当該2

商品は、用途によっては白熱電球の40ワット形と同等の明

るさを得ることができないものであった。
②について、実際には、 LB-L60T-Nの全光東は4

20ルーメン、 LBー L60T-Lの全光束は330ルーメ

ンであって、日本工業規格に定められた白熱電球の60ワッ

ト形の全光東81 0 ルーメンを大きく下回っており、当該2

商品は、用途によっては白熱電球の60ワット形と同等の明

るさを得ることができないものであった。

株式会社グリーンハウスは、「ヒ力リオ GH-LB60 

2 NJ、「ヒカリオ GH-LB602LJ、「ヒカリオ GH  

-LB603NJ及び「ヒカリオ GH-LB603LJと

称する一般照明用電球形 LEDランプ4商品を供給するに

当たり、以下のとおり表示していた。
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恵安株式会社

に対する件

(24. 6. 14) 

事件概要

① 平成22年 7月から平成23年 10月までの問、 GHー

LB602N及びGH-LB602Lの商品パッケージ

の前面及び右側面において「一般電球形60W相当の明る

さ*Jと、その下に小さく r*直下照度による (弊社測定

値)Jと、また、商品パッケージの左側面において「一般

電球形60W相当の明るさ 従来の60W電球置き換え

に最適」と記載

② 平成22年 7月から平成23年 10月までの問、自社

ウェブサイトにおいて、GH-LB602N及びGHー L

B602Lについて、「一般電球形60W相当の明るさ *J

と、その下の離れた箇所に小さく r*直下照度による (弊

社測定値)Jと、また、「消費電力6.5W、60W相当の

LED電球『ヒカリオ~J 等と記載
③ 平成22年 12月から平成23年 10月までの問、GH
-LB603N及びGHー LB603Lの商品パッケー

ジの前面及び右側面において「一般電球形60W相当Jと、

商品パッケージの後薗において「一般電球形60W相当の

明るさ 従来の60W電球置き換えに最適」と記載

④ 平成22年 12月から平成23年 10月までの問、自社

ウェブサイトにおいて、GH-LB603N及びGH-L

B603Lについて、「一般電球形60W相当Jと、その

右の離れた箇所に小さく r*直下照度による (弊社測定

値)Jと、また、「消費電力7. 7W、60W相当の LED

電球『ヒカリオ~J 等と記載
実際には、 GHー LB602Nの全光東は440ルーメ

ン、GH-LB602Lの全光東は320ルーメン、GH-

LB603Nの全光東は420ルーメン、 GH-LB603

Lの全光東は380ルーメンであって、日本工業規格に定め

られた白熱電球の 60ワット形の全光東810ルーメンを

大きく下回っており、当該4商品は、用途によっては白熱電

球の 60ワット形と同等の明るさを得ることができないも

のであった。

恵安株式会社は、rKEIAN LED電球 KLED-

E26DW6NJ及び fKEIAN LED電球 KLED 

-E26LW6NJと称する一般照明用電球形LEDランプ

2商品を供給するに当たり、平成22年8月から平成23年

4月までの問、商品パッケージの前面、右側面、左側面、上

面及び下面並びに自社ウェブサイトにおいて f60W相当J

と表示していた。

実際には、 KLED-E26DW6Nの全光東は375

ルーメン、 KLED-E26LW6Nの全光東は250ルー

メンであって、日本工業規格に定められた白熱電球の 60

ワット形の全光東810ルーメンを大きく下回っており、当

該2商品は、用途によっては白熱電球の 60ワット形と同等

の明るさを得ることができないものであった。
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コーナン商事

株式会社に対

する件

(24.6.14) 

12 

事 件概要

株式会社光波は、「シャイニングボールJとの商品名が付
された一般照明用電球形LEDランプ6商品を供給するに
当たり、以下のとおり表示していた。

① うち 3商品については平成21年9月から平成23年

1 2月までの問、自社ウェブサイトにおいて「明るい!白

熱球40W相当」と記載された商品パッケージの画像を掲

載し、当該画像をクリックすると当該画像が拡大されるよ

うに表示するとともに、「白熱球40Wの約 1/9の消費

電力で、白熱球のおよそ20倍の40，000時間もの設

計寿命を持っています。j等と記載

② うち 3商品については平成21年9月から平成23年

1 2月までの問、自社ウェブサイトにおいて「明るい!白

熱球60W相当Jと記載された商品パッケージの画像を掲
載し、当該画像をクリックすると当該画像が拡大されるよ

うに表示するとともに、「白熱球60Wの約 1/9の消費

電力で、白熱球のおよそ20倍の40，000時間もの設

計寿命を持っています。』等と記載

①について、実際には、当該3商品の全光東は 160......3

1 0ルーメンであって、日本工業規格に定められた白熱電球

の40ワット形の全光東485ルーメンを大きく下回って

おり、当該3商品は、用途によっては白熱電球の40ワット

形と同等の明るさを得ることができないものであった。

②について、実際には、当該3商品の全光東は250......4

00ルーメンであって、日本工業規格に定められた白熱電球

の60ワット形の全光東810ルーメンを大きく下回って

おり、当該3商品は、用途によっては白熱電球の60ワット

形と同等の明るさを得ることができないものであった。

コーナン商事株式会社は、 rL i f e -B A L LJとの商
品名が付された一般照明用電球形LEDランプ6商品を供
給するに当たり、以下のとおり表示していた。

① うち 2商品については平成22年3月頃から平成23

年 12月頃までの問、商品パッケージの前面、右側面及び

上面において「消費電力4. 5Wで40ワット形電球相当

の明るさ」と、平成23年4月から同年 12月までの問、

POPにおいて「電球40形相当の明るさ」と記載

② うち 2商品については平成22年3月頃から平成23

年 12月頃までの問、商品パッケージの前面、右側面及び

上面において「消費電力5.7Wで60ワット形電球相当

の明るさ」と、平成22年9月から平成24年2月までの

問、自社ウェブサイトにおいて「白熱電球60ワット相当

の明るさです。」と、平成23年4月から同年 12月まで

の問、 POPにおいて「電球60形相当の明るさ」と記載

③ うち 2商品については平成23年4月から同年 12月

までの問、POPにおいて「電球60形相当の明るさJと

記載

違反法条

第4条

第 1項

第 1号

第4条

第 1項

第 1号
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No 

13 

14 

事件名

スリー・アー

ルシス子ム株

式会社に対す

る件

(24. 6. 14) 

セントレード

M. E. 株式

会社に対する

件

(24.6.14) 

事件概要

①について、実際には、当該2商品の全光東は260ルー

メン、 320ルーメンであって、日本工業規格に定められた

白熱電球の40ワット形の全光束485ルーメンを大きく

下回っており、当該2商品は、用途によっては白熱電球の4

0ワット形と同等の明るさを得ることができないもので

あった。

②及び③について、実際には、当該4商品の全光東は28

0ルーメン、 430ルーメンであって、日本工業規格に定め

られた白熱電球の60ワット形の全光東810ルーメンを

大きく下回っており、当該4商品は、用途によっては白熱電

球の 60ワット形と同等の明るさを得ることができないも

のであった。

スリー・アールシステム株式会社は、 f3R ENERG 

Y 3Rー LBA60CWJ及び f3R ENERGY 3 

R-LBA60WWJと称する一般照明用電球形LEDラン

プ2商品を供給するに当たり、平成23年7月から同年 10 

月までの問、商品パッケージの前面、左側面及び上面におい

て「電球60W相当Jと、また、自社ウェブサイトにおいて

「電球相当 60WJと表示していた。

実際には、 3R-LBA60CWの全光東は350ルーメ

ン、 3R-LBA60WWの全光東は280ルーメンであっ

て、日本工業規格に定められた白熱電球の60ワット形の全

光束810ルーメンを大きく下回っており、当該2商品は、

用途によっては白熱電球の 60ワット形と同等の明るさを

得ることができないものであった。

セントレードM. E.株式会社は、 rAVOXJとの商品

名が付された一般照明用電球形LEDランプ 12商品を供

給するに当たり、以下のとおり表示していた。

① うち 3商品については平成21年 11月から平成23

年 11月までの問、商品パッケージの前面、右側面及び上

面において、また、平成22年1月から同年5月頃までの

問、自社ウェブサイトにおいて、「白熱電球40W相当の

明るさJと記載
② うち 3商品については平成22年5月から平成23年

1 1月までの問、商品パッケージの前面、右側面及び上面

並びに自社ウェブサイトにおいて「白熱電球40W相当の

明るさJと記載
③ うち 3商品については平成21年 11月から平成23

年 11月までの問、商品パッケージの前面、右側面及び上

面において、また、平成22年1月から同年5月頃までの

問、自社ウヱブサイトにおいて、「白熱電球60W相当の

明るさJと記載

④ うち 3商品については平成22年5月から平成23年

1 1月までの問、商品パッケージの前面、右側面及び上面

並びに自社ウェブサイトにおいて「白熱電球60W相当の

違反法条

第4条

第 1項

第 1号

第4条

第 1項

第 1号
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No 

15 

16 I 

事件名

株式会社タキ

オンに対する

件

(24. 6. 14) 

リーダーメ

ディアテクノ

株式会社に対

する件

(24. 6. 14) 

事 件 概 要 |違反法条

明るさJと記載
①及び②について、実際には、当該6商品の全光東は24

0-320ルーメンであって、日本工業規格に定められた白

熱電球の40ワット形の全光東485ルーメンを大きく下

回っており、当該6商品は、用途によっては白熱電球の40

ワット形と同等の明るさを得ることができないものであっ

fニ。
③及び④について、実際には、当該6商品の全光東は40

0-540ルーメンであって、日本工業規格に定められた白

熱電球の 60ワット形の全光束810ルーメンを大きく下

回っており、当該6商品は、用途によっては白熱電球の60

ワット形と同等の明るさを得ることができないものであっ

Tこ。
株式会社タキオンは、「テラス L8-L40T-NJ、「ナ

ラス L8-L40Tーし」、「テラス L8-L60T-

NJ及び「テラス L8-L60T-LJと称する一般照明

用電球形LEDランプ4商品を供給するに当たり、平成22

年8月から同年 11月までの問、以下のとおり表示してい

た。

① L8-L40T-N及びL8-L40T-Lの商品

パッケージの前面及び後面並びにPOPにおいて「一般電

球の40W相当の明るさJと記載
② L8-L60T-N及びL8-L60TーLの商品

パッケージの前面及び後面並びにPOPにおいて「一般電

球の60W相当の明るさJと記載
①について、実際には、 L8-L40T-Nの全光東は2

80ルーメン、L8ーL40T-Lの全光東は21 0ルーメ

ンであって、日本工業規格に定められた白熱電球の40ワッ

ト形の全光東485ルーメンを大きく下回っており、当該2

商品は、用途によっては白熱電球の40ワット形と同等の明

るさを得ることができないものであった。

②について、実際には、 L8-L60T-Nの全光東は4

20ルーメン、 L8ーL60T-Lの全光東は330ルーメ

ンであって、日本工業規格に定められた白熱電球の60ワッ

ト形の全光東810ルーメンを大きく下回っており、当該2

商品は、用途によっては白熱電球の60ワット形と同等の明

るさを得ることができないものであった。

リーダーメディアテクノ株式会社は、 rFINE FLE 

D 4 0 NJ、rF1 NE  FLED40 LJ、rFINE FL  

E D 60  NJ及び rF1 NE  FLED60 LJと称する一

般照明用電球形LEDランプ4商品を供給するに当たり、以

下のとおり表示していた。

① 平成22年7月から平成23年 10月までの問、 FLE
D40N及びFLED40Lの商品パッケージの前面、後

面及び上面において r4 OW相当Jと、また、平成23年

第4条

第 1項

第 1号

第4条

第 1項

第 1号
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No 

17 

18 

事件名

株式会社クリ

スタルジャポ

ンに対する件

(24. 6. 28) 

株式会社コア

クエストに対

する件

(24. 6. 28) 

事件概要

6月以降、自社ウェブサイトにおいて、 FLED40Nに

ついて rFINE LED電球 4W(40W/昼白色相

当) ! J等と、 FLED40Lについて rFINE LE  
D電球 4W(40W/電球色相当) ! J等と記載

② 平成22年8月から平成23年10月までの問、 FLE

D60N及びFLED60Lの商品パッケージの前面、後

面及び上面において r60W相当Jと、また、平成23年
6月以降、自社ウェブサイトにおいて、 FLED60Nに

ついて rFINE LED電球 6W  (6 OW/昼白色相

当) ! J等と、 FLED60Lについて rFINE LE  
D電球 6W  (6 OW/電球色相当) ! J等と記載
①について、実際には、 FLED40Nの全光東は320

ルーメン、 FLED40Lの全光東は280ルーメンであっ

て、日本工業規格に定められた白熱電球の40ワット形の全

光東485ルーメンを大きく下回っており、当該2商品は、

用途によっては白熱電球の40ワット形と同等の明るさを

得ることができないものであった。

②について、実際には、 FLED60Nの全光束は480

ルーメン、 FLED60Lの全光東は360ルーメンであっ

て、日本工業規格に定められた白熱電球の60ワット形の全

光東810ルーメンを大きく下回っており、当該2商品は、

用途によっては白熱電球の60ワット形と同等の明るさを

得ることができないものであった。

株式会社クリスタルジャポンは、株式会社コアクエストか

ら仕入れた「アゲハダ ラインゼロ」と称する抗シワ効果を

標ぼうする化粧品を販売するに当たり、平成22年9月20

日から平成24年4月 18日までの問、株式会社クリスタル

ジャポンが運営するウヱブサイトにおいて、「深く刻まれた

シワは、継続使用による形状記憶によって、また正常なター

ンオーバーが行われることによって徐々に薄くなっていき

ます」等と記載し、本件商品を継続使用することにより著し

い抗シワ効果が得られると認識される表示をしていた。

消費者庁が同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な

根拠を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出

されたが、当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示すものとは認められないものであった。

株式会社コアクエストは、株式会社クリスタルジャポンを

通じて「アゲハダ ラインゼロ」と称する抗シワ効果を標ぼ

うする化粧品を供給するに当たり、平成22年9月20日か

ら平成24年4月 18固までの問、株式会社クリスタルジャ

ポンが運営するウェブサイトにおいて、「深く刻まれたシワ

は、継続使用による形状記憶によって、また正常なターン

オ-/¥ーが行われることによって徐々に薄くなっていきま

す」等と記載し、本件商品を継続使用することにより著しい

抗シワ効果が得られると認識される表示をしていた。

違反法条

第4条

第 1項

第 1号

(第4条

第 2項

適用)

第4条

第 1項

第 1号

(第4条

第 2項

適用)
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No 

19 

20 

事件名

株式会社コジ

マ身長伸ばし

センターに対

する件
(24. 7. 10) 

サニーヘルス

株式会社に対

する件
(24.7. 19) 

事件概要

消費者庁が同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な

根拠を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出

されたが、当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示すものとは認められないものであった。

株式会社コジマ身長伸ばしセンターは、遅くとも平成20

年3月頃以降、自社ウェブサイトにおいて、以下のとおり表
示していた。

① 「身長伸ばし」と称する役務について、「コジマの身長

伸ばしJ、「一人ひとりのお身体の状態に合わせた効果的な
身長伸ばしを実現します。」、「【鑑定資料1の1-1及び1

-2では、下腿骨の長さの相違が確認できる】J等と記載
し、当該役務を受けることで骨を伸ばすことにより永続的

な身長延長効果が得られると認識される表示

② 「美顔矯正術Jと称する役務について、「小顔総合セン
ター」、「銀座コジマオリジナルの高度な施術なので、元に

戻る心配もありません。」、「顔幅を狭くする高度な技J、
「【鑑定資料6の6-1及び6-2では、頭蓋骨の大きさ

の相違が確認できる】」等と記載し、当該役務を受けるこ

とで骨のずれや歪みを矯正することにより顔の大きさを

永続的に小さく維持できると認識される表示

①及び②について、消費者斤が同社に対し、当該表示の裏

付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めたところ、

同社から資料が提出されたが、当該資料は当該表示の裏付け

となる合理的な根拠を示すものとは認められないもので

あった。

サニーヘルス株式会社は、「シュ・シュレ フィフローリ

ペア 90Jと称する化粧品 (以下「本件商品」という。)を

一般消費者に販売するに当たり、例えば、平成23年7月2
0日から平成24年2月7日までの問、自社ウェブサイトに

おいて、「速攻 シワが90秒でみるみる・・・!感激の速効性

の秘密は?J、「塗って 90秒で角質層に浸透した酸素がくぼ

みを押し上げ、シワを目立たなくします。J、「液体ガス(酸
素)を含んだフィフローが角質層に浸透J、「フィフローの酸
素が気体に変化し、集まり合ってふくらむJ及び「酸素の力
でふっくらさせる」と記載するとともに、「フィフローのバ

ルーン発想でふっくら“ふうせん肌1と題する図を掲載し、
本件商品を使用することにより、肌の内部に浸透した液体ガ

スが気体となり、肌の内部からシワを押しょげるというメカ

ニズムによって直ちに抗シワ効果が得られると認識される

表示をしていた。

消費者庁が同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な

根拠を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出

されたが、当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示すものとは認められないものであった。

違反法条

第4条

第 1項

第 1号

(第4条

第2項

適用)

第4条

第 1項

第 1号

(第4条

第2項

適用)
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No I 事件名

21 

22 

株式会社コス

モスイニシア

に対する件

(24.8.21 ) 

株式会社ドク

ターシーラボ

に対する件

(24.8.31 ) 

事件概要

株式会社コスモスイニシアは、分譲マンション (4物件)

を販売するに当たり、以下のとおり表示していた。

① 例えば、平成 18年6月から平成 19年 11月までの問

に配布していたパンフレットにおいて、全ての開口部 (住

宅の外壁に採光、通風、通行等のために設けられている窓、

玄関等のこと。)の角にひび割れ防止用補強筋(開口部の

ある壁画に、地震等の揺れ、コンクリートの乾燥等の原因

によるひび割れが生じにくいようにするため、開口部の角

に斜めに施工される鉄筋のこと。)を施工しているかのよ

うな表示

② 例えば、平成 18年7月から平成 19年7月までの聞に

配布していた新聞折り込みチラシにおいて、鉄筋コンク

リートの水セメント比 (コンクリートの主要な材料である

セメントに対する水の重量比のことであり、コンクリート

の強度、耐久性等に関係する。)が全て50パーセント以

下であるかのような表示

①について、実際には、対象物件の全ての開口部の角にひ

び割れ防止用補強筋が施工されているものではなく、ひび割

れ防止用補強筋及び構造スリット(地震等の揺れにより発生

した力が柱及び梁に集中することを防ぐことを目的として、

柱文は梁と壁とを分断するために住宅の壁に施工する細長

い切り込みのことであり、必要に応じて発泡樹脂等を材料と

する緩衝材が施工されている。)が施工されていた開口部の

割合は、物件ごとに、全体の25パーセント~約60パーセ

ントであった。

②について、実際には、対象物件の鉄筋コンクリートのう

ち、外構の塀、花壇の基礎、土間など建物本体 (建物の骨組

みに当たる柱、梁等の建物の構造躯体及びそれと一体のもの

として施工された鉄筋コンクリー ト造の部分のこと。)以外

の部位の一部については、水セメント比が50パーセントを

超えるコンクリートが施工されていた。

株式会社ドクターシーラボは、 rDRソニック L • 1 J 
と称する美容機器 (以下「本件商品Jという。)を供給する
に当たり、例えば、平成23年 12月5日発行の rci : L 
o v e r 201 1年年末増刊号Jと称する会報誌におい
て、「微細な振動が角質層を通って真皮層も活性化。新陳代

謝が促され、肌の弾力を支えるエラスチンやコラーゲンの産

生をサポー トします。」等と記載し、本件商品を使用するこ

とにより、細胞の活性化、脂肪分解効果、殺菌効果、肌の汚

れの除去効果文は肌への美容成分の浸透効果が得られると

認識される表示をしていた。

消費者庁が同社に対し、当該表示の裏付けとなる合理的な

根拠を示す資料の提出を求めたところ、同社から資料が提出

されたが、当該資料は当該表示の裏付けとなる合理的な根拠

を示すものとは認められないものであった。

違反法条

第4条

第 1項

第 1号

第4条

第 1項

第 1号

(第4条

第2項

適用)
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No 

23 

24 

25 

事件名

桐灰化学株式

会社に対する

件

(24.9.6) 

株式会社ケン

ユーに対する

件

(24. 9. 6) 

株式会社自冗

に対する件

(24. 9. 6) 

株式会社やま

とセレモニー

26 Iに対する件
(24. 9. 7) 

事件概要

桐灰化学株式会社は、「熱中対策首もと氷ベルト」と称す

る商品を供給するに当たり、平成23年4月頃から平成24

年3月頃までの問、商品パッケージにおいて、「気温が31
0
C 

を越えたら暑さに厳重注意! ! 真夏日には 熱中対策首

もと氷ベルトJ及び「屋内の家事に スポーツ・レジャーに」
と記載したよで、「カチコチに凍って、冷たさ長持ち 約 1

20分冷却 ※使用状況により変わることがあります」と記

載していた。

実際には、効果が実質的に失われると認められるまでの時

聞は、人を対象とした試験においては平均で約66分、サー

マルマネキンを対象とした試験においては平均で約63分

であり、夏季の晴天時に人が装着して屋外で軽い運動を行っ

た場合の効果持続時間は、120分を相当程度下回ると認め

られるものであった。

株式会社ケンユーは、「ネックール4Jと称する商品を供
給するに当たり、平成23年4月から平成24年3月頃まで

の問、商品パッケージにおいて、「用例別 炎天下の作業に

暑い屋内での作業に スポーツ・レジャーにJと記載した上
で、「・猛暑炎天下、首筋に心地よい冷感を与えます。 .

氷結するジェル袋は保冷時間が長く約2時間30分冷感を

持続します (使用状況等により冷感時間は異なる場合があり

ます)oJと記載していた。

実際には、効果が実質的に失われると認められるまでの時

間は、人を対象とした試験においては平均で約 1時間49

分、サーマルマネキンを対象とした試験においては平均で約

1時間45分であり、夏季の晴天時に人が装着して屋外で軽

い運動を行った場合の効果持続時間は、2時間30分を相当

程度下回ると認められるものであった。

株式会社白元は、「アイスノン氷結ベルトJと称する商品
を供給するに当たり、平成23年3月頃から同年8月頃まで

の問、商品パッケージにおいて、「・冷たさは約90分持続

します。(室温35
0
Cで20

0
C以下を保持する時間)(外気温

や使用環境により持続時間は異なります。)Jと記載してい
た。

実際には、気温35
0
Cの室内でアイスノン氷結ベルトの表

面温度が20
0
Cを超えるまでの時間は、人を対象とした試験

においては平均で約68分、サーマルマネキンを対象とした

試験においては平均で約71分であり、気温35
0
Cの室内で

人が装着した状態で、アイスノン氷結ベルトの表面温度が2

OOC以下を保持する時間は、 90分を相当下回ると認められ

るものであった。

株式会社やまとセレモ二ーは、葬儀に係る役務を提供する

に当たり、例えば、平成18年7月頃から平成22年7月頃

までの問、パンフレットにおいて、「ご葬儀会員価格88万

パック やまとセレモニーなら、お返し晶、料理、 精進料理

まですべて入った追加・オプションの必要ないパックで
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No I 事件名

27 

28 

29 

株式会社アビ

パに対する件
(24. 9. 10) 

有限会社藤原

アイスクリー
ム工場に対す

る件
(24. 9. 28) 

株式会社ホナ

ル椿館に対す

る件
(24. 10. 18) 

事件概要

す。J、r88万パックの特徴 当社のパックは返礼晶や食事
まで、必要な物がすべて揃っておりますので追加のオプショ

ンの心配がありません。最終価格は下記の人数をお客様が計

算いただければいつでも分かります。Jと表示していた。
実際には、本件パックの価格には、料理に係る費用が含ま

れているにもかかわらず飲料に係る費用が含まれていない

ほか、葬儀の受付、棺の運搬等大半の葬儀で必要とされる作

業に係る人件費等が含まれておらず、会員となって本件パッ

クを利用したものの大半は、本件パックの価格を上回る費用

の支払いを余儀なくされていたものであった。

株式会社アピ、パは、「日商簿記3級講座J及び「医療事務
合格パック」と称する資格取得対策の役務を提供するに当た

り、平成24年1月10日から同年4月2固までの問、新聞

折り込みチラシにおいて、「日商簿記3級講座 通常 16， 

700円(税込)砂 9， 800円(税込)J、「医療事務合格
パック 通常76，000円(税込)惨46，.000円(税

込)J等と表示していた。

実際には、最近時において「通常』と称する価額で提供し

たことはなかった。

有限会社藤原アイスクリーム工場は、天然はちみつ26商

品を供給するに当たり、平成22年9月から平成23年 12 

月までの問、商品本体に貼付されたラベル及び封繊シールに

おいて、「いわて・もりおか 藤原養蜂場J、「岩手、藤原蜂
蜜のおすすめ 藤原養蜂場は日本でも最も古く、明治時代か

ら蜜蜂の飼育に専念、改良を加えて今日に至って居り、特に

三陸地方から北上山系の早池峰山麓に本拠地を置き、我が国

で最も品質の高いとうたわれる純粋の『栃ゃあかしあやク

ロ-1¥ーの花の蜜』を生産して参りました。J、「岩手県盛岡
市若園町三の十J、「藤原養蜂場」等と圏内の地名等を表示し
ていた。

実際には、本件商品の内容物は、圏内で採蜜された天然は

ちみつに、中華人民共和国文はハンガリーで採蜜された天然

はちみつが混合されているものであった。

株式会社ホテル椿館は、「ブランド食材を堪能P媛っ子地
鶏+坊ちゃん島あわび*Jと称する宿泊プランを提供するに
当たり、遅くとも平成23年3月 12日から平成24年6月

1固まで(一部の旅行情報サイトにあっては、平成2'4年2

月29固まで)の問、自社ウェブサイト及び旅行情報サイト

において、例えば、「愛媛の2大ブランド食材を使った会席

料理が味わえる」、「坊っちゃん島アワビと地鶏のコラボP堪
能してください!J等と表示していた。
実際には、当該宿泊プランの利用客に提供していたあわび

は、ぽっちゃん島あわびではなく、交雑種の外国産養殖あわ

びであった。
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